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関連標準化活動の紹介
ISO/TC211（地理情報の標準化活動）

　TC211では、地理情報の設計、品質、位置参照方法、メタデ

ータ、サービスなどに関する概念的かつ体系的な規格を作成

しました。これらの規格の作成が一段落したため、2001年10

月には、5つのWGのうち、4つのWGを廃止し、新たに4つの

WGを設置するという大きな組織の再編を行いました。その再

編で設置されたWGの一つに、場所に基づくサービス

（LBS:Location Based Services）があります。しかし、

2006年5月に、LBSのWGは休止になり、LBS関係の作業項

目は、2007年11月に新たに設置されたユビキタス・パブリッ

クアクセスのWGに引き継がれています。

　TC211では、これまでに、36の国際規格、8つのTS、３つ

のTRが発行されています。

　現在は、初期に整備した規格を基礎として、より実装レベル

の規格作成や特定分野の規格作成を行っています。具体的に

は、地理情報のWebサービス、地理情報に関する権利記述言

語、ユビキタス、地籍、土地被覆、デジタル著作権管理などに関

する20余りの規格作成と既に整備した規格の改定に取り組ん

でいます。作業項目の概要は、ISO/TC211のホームページ

（www.isotc211.org）から閲覧することができます。

●TC211による標準化活動

　TC204でも多くの場合、扱うのは位置に関連する情報です

から、関連の深いTCといえます。このため、TC211とTC204と

は、設置当初からリエゾンの関係を結んでいます。TC211にお

いてLBS関連の規格作成に取り組むようになったことから、これ

まで以上に緊密な連携が取れるよう、2004年には、新たな協力

協定が結ばれています。具体的な活動には、TC211とTC204

で共同タスクフォースを設置し、文書の共有、互換性の確保、必

要に応じて共同による規格作成などがあります。

●TC211とTC204との協力

　TC211は、地理情報の標準化を担当しています。TC211

の作業範囲は、地球上の位置と直接的又は間接的に関連づけ

られているオブジェクトまたは現象に関する情報についての構

造化された規格を制定することです。TC211は、1994年に

設置されました。議長国はノルウェーで、Pメンバ32カ国、Oメ

ンバ31カ国、リエゾン50団体が参加しています。ISO内部で、

19のTC、SCとリエゾン関係にあるほか、UNの機関、IHO（国

際水路機構）、ICAO（国際民間航空機関）など、多数の国際機

関ともリエゾンの関係にあります。特に、OGC（Open 

Geospatial Consortium: 地理情報に関する非営利の国

際的標準化団体）、DGIWG(Digital Geospatial Informa-

tion Working Group: NATOの地理情報の標準化団体)

などのリエゾン団体は、Pメンバ同様に大変活発に活動してい

ます。

　国内対応組織としては、（財）日本測量調査技術協会に

「ISO/TC211国内委員会」があります。2008年12月には、

第27回の総会が、ISO/TC211国内委員会をホストとして、

茨城県つくば市で行われました。

　TC204に関連の深い規格には、次の作業項目があります。

場所に基づくサービスでは、規格の名前の前にLBSが付加さ

れています。現在、国際規格案であるDIS19148や、2008年

に発行したISO19141には、LBSが付いていませんが、移動

する地物のスキーマに関するものですから、実質的にはLBS

やITSに関係の深い項目です。なお、ISO19133は、規格制定

後3年を迎え定期見直しの新規業務項目提案を受け付けてい

るところです。またISO19132及びISO19134も定期見直し

の投票が行われます。

●TC204に関連の深い規格

標準化テーマ ISO番号 内　　容

LBSに関連するワークアイテム一覧

線形参照
Linear Referencing DIS 19148

場所に基づくサービス ― 乗り換えノード
LBS ‒ Transfer Nodes PWI 19147

移動地物のスキーマ
Schema for moving features ISO 19141

ISO 19134場所に基づくサービス ― マルチモーダルによる経路決定とナビゲーション
LBS ‒ Multimodal routing and navigation

ISO 19133場所に基づくサービス ― 追跡とナビゲーション
LBS ‒ Tracking and navigation

ISO 19132
場所に基づくサービス ― 参照モデル
LBS ‒ Reference model

ISO/IEC 10476（RM-ODP）に基づき、LBSのための参照モデルと概念フレーム
ワークを規定。具体的には、LBSの各サービス、メッセージのデータ型と参加者のモ
デルを規定。

追跡とナビゲーションサービスを実装するためのデータ型とそれらに関連する操作を
規定。

マルチモーダルによる経路決定とナビゲーションサービスを実装するためのデータ型
とそれらに関連する操作を規定。

移動する地物（並進、回転は含むが、地物自体の変形は含まない）の概念スキーマ
を規定。

バス停留所、駅、港、空港など、マルチモーダル環境における乗り換えノードの地物
のカタログを整備。

パイプライン、海岸線、河川、道路、鉄道、航路などの線形な地物に共通な位置参
照システムのモデルを規定。

　市場の要求としては「安全・安心」のためのトレーサビリティ
の確立が最も重要ですが、トレーサビリティにはもう一つの重
要な要素が内包されています。それは物品のテロ対策に関連す
る要素があると言うことです。何処の、誰が作った、どういう物
かが明確にわかればテロ対策にとって有効な手段となります。
サプライチェーン全域を可視化することは、サプライチェーン
の効率化（ジャストインタイム）の強力なツールのみならず、テ
ロ対策の決め手となります。
　サプライチェーンにはいろいろな物がいろいろな形態で輸送
（移動）されます。これらを識別できるような形で管理しなけれ
ばなりません。サプライチェーンの基本的な要素を6つの階層
に分類します。最上位階層（階層5）は船や飛行機などの輸送手
段です。階層4は大型集合容器であるコンテナです。以下、パレ
ット（中型輸送容器）、ユニットロードといわれる集合梱包、個
装、個品に分類します。これらの階層に包括的かつ分別的な識
別コード体系を導入する必要があります。
　サプライチェーンのコード体系の考え方は次のようです。全
ての物、全ての輸送単位、全ての輸送容器、全ての輸送手段に
ユニークなコードを付与します。全ての発注者、受注者、配送先
にユニークなコードを付与します。全ての発注者、受注者、配送
先の位置を示すユニークなコードを付与します。輸送の経由地
や税関を識別するユニークなコードを付与します。こうするこ
とにより、全地球的にコンピュータ管理が可能となりサプライ
チェーン全体の効率化が実現可能となります。

　1次元/2次元シンボルを使用したサプライチェーン規格は
ISO TC122で規格開発を行っています。RFIDを使用したサ
プライチェーン規格はISO TC122が中心となり、ISO TC122
とISO TC104のジョイントワーキンググループ（JWG）で規格
開発を行っています。それらの規格の基本となる規格はSC31
が開発しています。サプライチェーンの階層と規格番号を図に
示します。図で一番左のケースは携帯電話、電気剃刀やハード
ディスクなど一般的小物製品が該当します。図で一番右のケー
スは自動車、大型建設機械やプレジャーボートなどが該当しま
す。図で右から二番目のケースは航空機の大型部品、自動車の
エンジンや農業機械などが該当します。これらが各階層で明確
に層別管理できるコード体系の導入が必要です。
　サプライチェーンの全ての階層にRFタグをつける場合、階
層ごとにRFIDへの要求性能が異なる場合があります。個品に
付けられたRFタグでは交信距離はあまり要求されませんが、
輸送容器に付けられたRFタグでは長い交信距離が必要です。
複数の階層で同じRFタグを使用した場合、どの階層のデータ
かを即座に判断するメカニズムが必要です。複数の階層で異な
ったRFタグを使用する場合は複数のリーダ・ライタが必要に
なりコスト負担が大きくなります。
　もう少し、具体的に述べてみます。階層0は製造工程に、階層
1は梱包工程に、階層2と階層3は出荷工程にそれぞれ対応し
ています。一般的には工程ごとに必要なデータが異なるため、
階層を識別する必要があります。階層を識別するためには、階
層ごとに異なった識別子を使用する必要があります。

●サプライチェーン用RFIDの標準化

　自動車業界は2007年11月に、従来からあった覚書を更新
し、新たにJAIF(Joint Automotive Industry Forum)を
発足させました。JAIF発足のきっかけは（社）日本自動車部品
工業会（JAPIA）からのリターナブル輸送容器の識別及びサプ
ライチェーンのデータ構造に関する規格提案です。JAIFの構
成メンバーは日本からは（社）日本自動車工業会（JAMA）と
（社）日本自動車部品工業会が、米国からはAIAG(Automotive 
Industry Action Group)とSTAR(Standards for Technol-
ogy in Automotive Retail)が、欧州からはODETTE Interna-
tional（Organization for Data Exchange by Tele-

Transmission in Europe）がそれぞれ参加しました。会議は
日本、米国、欧州の持ち回りで開催され、規格は2010年9月に
成立しました。
　規格名は「リターナブル輸送資材の識別ガイドライン」で規
格の内容は適用範囲、引用規格、用語及び定義、サプライチェ
ーンモデル、リターナブル輸送資材、リターナブル輸送資材の
固有識別子、RFID要件、リライタブルハイブリッドメディアの
要件、ラベルのレイアウトと位置、1次元シンボル体系及び2次
元シンボル体系の要件などで、さらに19の付属書から構成さ
れています。

●自動車業界の標準化動向

ITSの標準化
サプライチェーン用RFIDの標準化と自動車業界
（ISO/IEC JTC1 SC31の標準化）

階層5 輸送手段（自動車、飛行機、船、列車）

階層4
ISO 17363 大型集合単位（コンテナ）

階層3
ISO 17364 中型集合単位

（パレット）
中型集合単位
（パレット）

Unit Load

階層2
ISO 17365 小型集合

単位
小型集合
単位

小型集合
単位

小型集合
単位

Transport Unit

ISO 15394

階層1
ISO 17366 個装 個装 個装 個装 個装 個装 個装 個装

Packaging

ISO 22742

階層0
ISO 17367 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品 個品

Item

ISO 28219

ISO 15394

サプライチェーンの階層と国際規格
サプライチェーンの階層

階層5

階層3
パレット

階層0
階層2

個品 個装

階層1

コンテナ
階層4

集合梱包
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IEEEにおけるITS関連の標準化

　WLAN、WMAN、MBWAは路車間や車々間のITS通信メ
ディアとして、またWPANは車内など、ごく近距離の通信メディ
アとして使用することが考えられています。WRANもITSへの
応用の可能性があります。またこれからのITSは複数の通信メ
ディアを利用することになると考えられ、異種ネットワーク間の
切り替えで通信を継続できる（ハンドオーバー）技術も必要にな
ると考えられています。
　802.11 WGには多数のTask Groupがあり、多方面の標
準化作業を行っています。その中でTask Group pがITSでの
使用を目的とした無線通信方式 (IEEE802.11p)の標準化を
行っています。これはWLANの一種ですが、変調方式として
OFDMを採用して厳しい伝送環境でも効率的なデータ伝送を
可能にし、また短時間で通信を確立できるような通信制御方式
を採用することで、高速レスポンスを要する通信にも適用できる
ようになっています。
　IEEE802.11p標準のドラフトは2006年初めに一応完成
し、WGの投票とコメントレゾルーションによる修正を繰り返し
て完成度を高めてきました。2009年12月には十分な完成度
に達したとして、WGでの投票を終えて次の段階であるスポンサ
ー投票に進みました。そのコメントレゾルーションも終え、
2010年６月に最終承認され、標準として出版されました。
1999年に米国はITS通信用として5.9GHz帯を割当て、標準

化途上のIEEE802.11pの使用を想定して、多数の実証実験
が行われてきました。米国ITSの中心的な通信メディアとなると
予想されます。
　2008年には欧州でも5.9GHz帯がやはりIEEE802.11p
の使用を想定して割り当てられ、それを使用して多数の実証
実験が行われています。また2009年にはETSI TC ITSで
IEEE802.11pによる欧州用通信プロファイルITS-G5規
格を決めました。さらにISO TC204Wg16で標準化が進め
られているCALMシステムでもIEEE802.11pを用いるプ
ロファイルをM5として標準化し、主力通信メディアと位置づ
けています。

表１　ITSと関連するIEEE802委員会傘下のWorking Group
802.11
802.15
802.16
802.20
802.21

802.22

Wireless Local Area Network （WLAN） の標準化
Wireless Personal Area Network （WPAN） の標準化
Wireless Metropolitan Area Network （WMAN） の標準化
Mobile Broadband Wireless Access （MBWA） の標準化
異種ネットワーク間のハンドオーバー標準化

Wireless Regional Area Network （WRAN） の標準化

関連標準化活動の紹介

　IEEE802はLAN（Local Area Network）やMAN 
(Metropolitan Area Network)関連の標準化を行ってい

る委員会で、有線と無線の両技術のWorking Group（WG）
を含みます。表１にITSと関連する無線技術のWGを示します。

●IEEE802委員会での標準化

　米国のITS通信システムはWAVE(Wireless Access in 
Vehicular Environments)と呼ばれ、その通信メディアは上
記IEEE802.11pを使用しますが、他の部分については
IEEE1609プロジェクトで作成しているIEEE1609標準を使
用します。IEEE1609は表3に示す標準で構成されます。

　1609.1～1609.4はTrial Use標準として2006年から
2007年にかけ作成されました。実験などによる検討結果に基
づき改訂作業が進められ、1609.3と1609.4は2010年10
月にFull Use標準として承認されました。1609.0は2007年
から、また1609.5は2008年から標準化が開始されました。
現在1609.5の作業は進展が止まっています。1609.11は
2008年末から標準化が開始され、非常に早く標準化が進み、
2010年末完成、承認されました。1609.12は2010年から始
まった新しい標準化項目で、WAVEシステムでのPSIDの割り
付け規則を標準化します。まだWAVEシステムの展開まで、項
目が追加されたり、変更があると予想されます。
　WAVE全体のアーキテクチャ図を示します。

●IEEE プロジェクト1609での標準化

同一建物や施設内程度(数十m～数百m)での無線通信を扱う
同一室内程度（数m～数十m）での無線通信を扱う
同一地域内（市内など）程度（数km～数十km）での無線通信を扱う
自動車など高速な移動環境で広帯域IP無線通信を行う方式を扱う
異なる種類の通信ネットワークを切り替えて通信を継続する方式を扱う
TV放送の周波数帯で、コグニティブ無線技術により放送に影響を与えず
に通信を行う方式を扱う

表２　IEEE802.11pの諸元
使用周波数帯
チャネル帯域幅（米国）
チャネル数（米国）
変調方式

最大送信電力/
通信距離（米国）
アクセス方式

5.85-5.925 GHz
10 MHz（オプションで20MHzも一部可能）
７
OFDM（IEEE802.11aと同じ）

Class A: 0 dBm/ 15m, Class B: 10 dBm/ 100m
Class C: 20dBm/ 400m, Class D: 28.8dBm/ 1000m
RSUとOBUが本質的に平等。レスポンスが速い

表３　IEEE 1609 標準項目
1609.0
1609.1
1609.2
1609.3
1609.4
1609.5
1609.11
1609.12

Architecture
Remote Management Service
Security Services for Applications and Management Messages
Network Services
Multi-Channel Operations
Communication Manager
Over-the-Air Electric Payment Data Exchange protocol
Provider Service Identifier (PSID) Allocations

WAVE Station
Management

Applications 
Facilities
UDPTCP

WSMPIPv6
LLC

PHY

WAVEアーキテクチャ

Multi-Channel Operation MAC

　規格開発時の懸案事項は3点に集約されます。第一の点は
EPCコードを含むのか、含まないのかと言うことです。SC31
が開発したISO/IEC 18000-6C（ISO/IEC 15459-5）の
規格では4つのデータタイプを使用することができます。
・流通業界で使用しているコード体系（一般にAIと呼ぶ、
ISO/IEC 15418で規定）
・産業界で使用しているコード体系（一般にDIと呼ぶ、
ISO/IEC 15418で規定）
・流通業界で使用しているEPCコード体系（GS1で規定）
・RFタグの固有ID（ISO/IEC 15963で規定）
　結論としては、ISO/IEC 15418で規定するDI/AIとGS1
で規定するEPCコードを認めることになりましたが、規格書で
は主にDIについて記載することになりました。一般的にコード
体系はデータの属性を表す識別子とそのデータで構成します。
データが何を表しているのかを示すものが識別子です。言い換
えれば、識別子はデータが部品番号、荷物番号や通い箱番号
等のどれを表したデータなのかを識別するものです。このDIは
電子商取引に用いられている識別子で、識別子に対応してデ
ータ構造がそれぞれ決まっています。AIは全て数字で構成され
ているため、DIはAIと区別するため、必ず英文字を用います。1
次元シンボルや2次元シンボルへの格納データはこの識別子
を使用し、「識別子・データ、セパレータ、識別子・データ、セパレ
ータ、識別子・データ、セパレータ、…」の構造でデータが格納さ
れます。
　第二の点は、RFタグ（ISO/IEC 18000-6C）のメモリ容量
がDIを何桁格納できるかと言うことです。DIのうち、リターナ
ブル輸送容器の識別規格（ISO/IEC 15459-5）では最大35
桁です（欧州からは最大50桁にするよう要求がある）。35桁を
7ビットASCIIで格納するためにはUIIバンクは277ビット必
要となります。響きセキュアタグではUIIバンクが272ビットで
すがこれでも不足します。輸送単位識別規格（ISO/IEC 
15459-2）では同様に最大35桁となっていて、部品の識別規
格（ISO/IEC 15459-4）では、さらに最大50桁となっていま

す。50桁（UIIバンクのメモリ容量は382ビット必要）を格納で
きるRFタグはありません。従って、現存するRFタグにデータを
格納するためには、データのビットコンパクションをする必要
があり、6ビットコンパクションを行えば、35桁（242ビット必
要）は格納することができます。自動車業界の要求を受けて、
SC31では、ISO/IEC 15459シリーズ、ISO/IEC 15961シ
リーズ及びISO/IEC 15962を改定中です。
　第三の点はリライタブルハイブリッドメディアの実用化もあ
り、一台でRFIDと1次元/2次元シンボルを読取るマルチリー
ダが出現していて、この場合のRFタグを読んだ場合、1次元シ
ンボルを読んだ場合、及び2次元シンボルを読んだ場合のそれ
ぞれのデータ転送フォーマットが異なるということです。自動
車産業はすそ野が広いピラミッド構造をしていて、自動車企業
を頂点に１次部品企業、２次部品企業、…の階層構造をなして
います。RFタグがこれらの階層構造を縦断的に使用されるの
が理想ですが、現実問題として企業によっては投資対効果が
十分でない企業も存在します。この場合、１次元/２次元シンボ
ルが使用される場合が多いと思われます。

●規格開発時の懸案事項

ガイドライン策定のポイント

　規格書はISOの様式で作成されていて、国際規格45規格を
引用しています。引用している規格は主として、ISO/IEC 
JTC1 SC31とISO TC122とが開発した規格です。この規
格は自動車の業界規格ですが、そのまま、他の産業界でも使用
できるように考慮されています。規格内容はリターナブル輸送
資材の識別方法とリターナブル輸送資材の識別に使用するデ
ータキャリアを規定しています。データキャリアとしては1次元
シンボル（コード39、コード128）、2次元シンボル（QRコー
ド、データマトリクス）、RFID（18000-3M3、ISO/IEC 
18000-6C）とリライタブルハイブリッドメディア（リライト紙
＋RFタグ）を規定しています。データキャリアの添付方法は1
次元/2次元シンボルのラベル、2次元シンボルのダイレクトマ
ーキング、RFタグ、リライタブルハイブリッドメディアかんばん
を規定しています。この規格は1つの規格で複数のデータキャ
リアを規定する初めての業界規格です。
　リライタブルハイブリッドメディアはリライト紙とRFタグの
ハイブリッドデータキャリアであり、リライト紙に可読文字、1
次元/2次元シンボルを印字し、RFタグ破損時のリカバリー手
段も同時に提供しています。RFタグのデータを書き換えた場
合は、該当する部分を消去し、新しいデータを再書き込み（追
記）できます。このリライタブルハイブリッドメディアはすでに実
運用されています。リライタブルハイブリッドメディアかんばん

の最大の利点は紙かんばんの削減と出荷確認工程の省人化
（効率化）です。
　この規格はRFIDを用いた初めての世界的な産業界規格で
す。作成段階で具体的な課題（次に述べる懸案事項）が明確に
なったため、現在この規格と整合性をとるためISOの規格を改
定中です。

※メディアに関わらず同じ
　ようにデータ収集できる。
　(システム変更なし)

1Dシンボル
※現行のコード体系を変更
　せずに管理できる。
　(管理番号変更なし)

2Dシンボル RFID

企業コード：LA506002
箱の識別番号：N55J4H0001 ※社内での管理番号

これが“RTI”であることが認識できれば、上記の
組合せでグローバルにユニークな識別が可能となる。

※統一企業コード

JAIF基準化対象
ふた

フレーム

中敷き
パレット

ロール材ロール材


